
(1) 議案第18号 「練馬区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」の

制定依頼について （資料1）

(2) 議案第19号 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則

（資料2）

ゲノム編集食品・植物を学校で使用しないことなどを求める

陳情書〔継続審議〕

旭丘・小竹地区における新たな小中一貫教育校の設置について〔継続審議〕

令和４年度 区立幼稚園・小中学校の園児・児童・生徒数および学級数等

について【速報値】 （資料3）

指定管理者との協定締結について （資料4）

指定管理者との協定締結について （資料5）

保育士等の処遇改善にかかる区独自支援について （資料6）
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議案第１８号 

 

 

 「練馬区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」の

制定依頼について 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和４年５月１３日 

 

    提出者 教育長  堀  和 夫 

 

 

 

 「練馬区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」の

制定依頼について 

 

 

 

 このことについて、別紙のとおり制定を練馬区長あて依頼するものとする。 



 

令 和 ４ 年 ５ 月 1 3日 

教育振興部教育指導課  

 

練馬区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 

１ 改正の理由 

東京都による「学校職員の特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条例第21

号）」の一部改正に伴い、区立幼稚園教育職員が非常災害時等の緊急業務に従事し

た場合に支給する特殊業務手当の限度額について、東京都との均衡を図るため、所

要の改正を行う。 

 

２ 改正の内容 

教員特殊業務手当の一日の支給限度額を6,400円から16,000円に引き上げる。 

   

３ 施行期日 

公布の日 

 



 

議案第１９号 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和４年５月１３日 

 

    提出者 教育長  堀  和 夫 

 

 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則に

ついて 

 

 

 

 このことについて、別紙のとおり改正するものとする。 



   練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則（平成12年３月練馬区教育委 

員会規則第８号）の一部をつぎのように改正する。 

 第２条第２項第４号の２を削る。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和４年５月１日から適用する。 



 

 

 

令和 ４年５月 13日  

教育振興部教育指導課  

 

練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

１ 改正の理由 

会計年度任用職員に対する期末手当の取扱いの一部見直しに伴い、所要の改正を行う。 

 

２ 改正の内容 

(1) 対象 

期末手当の基準日または基準日前１か月以内に常勤職員等を退職し、引き続い

て会計年度任用職員になった職員。 

(2) 改正表 

 

３ 適用期日 

公布の日から施行し、令和４年５月１日から適用する。 

 

４ 新旧対照表 

  別紙のとおり 

改正前 改正後 

在職期間を引き継いだ上で、会計年度任

用職員として支給する。 

常勤職員等としての期末手当と会計年

度任用職員としての期末手当を、それぞ

れの職の在職期間に応じた額で支給す

る。 



 

練馬区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規則新旧対照表 

現 行 改正案 

（支給対象外職員） （支給対象外職員） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ 条例第27条第１項後段の規則で定める

職員は、つぎに掲げる者とする。 

２ 条例第27条第１項後段の規則で定める

職員は、つぎに掲げる者とする。 

⑴～⑷ ［略］ ⑴～⑷ ［略］ 

⑷の２ 退職後引き続いて練馬区会計年

度任用職員の給与および費用弁償に関

する条例（令和元年10月練馬区条例第

20号）の適用を受けることとなった者 

［削る］ 

⑸ ［略］ ⑸ ［略］ 

  

付 則 ［略］ 付 則 ［略］ 

 付 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和

４年５月１日から適用する。 

 



（単位：人、級）
４歳児 ５歳児 計

園児数(a) 75 104 179

学級数(b) 6 6 12

園児数(c) 92 117 209

学級数(d) 6 6 12

差引園児数(a)－(c) △ 17 △ 13 △ 30

差引学級数(b)－(d) 0 0 0

（単位：人、級）
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

※学級数の合計欄の括弧は、特別支援学級の数（学年分けがないため、外数で表記）

１年 ２年 ３年 合計

※学級数の合計欄の括弧は、特別支援学級の数（学年分けがないため、外数で表記）

２　区立小学校の児童数および学級数
　 【令和４年度：４月20日時点　令和３年度：５月１日現在】

３　区立中学校の生徒数および学級数
　 【令和４年度：４月20日時点　令和３年度：５月１日現在】

令和４年度　区立幼稚園・小中学校の園児・児童・生徒数および学級数等について【速報値】

区　　　分

４年度

３年度

１ 区立幼稚園の園児数および学級数
　【令和４年度：４月20日時点　令和３年度：５月１日現在】

学　　年

４年度
児童数(a) 5,588 5,773 5,634

学級数(b)

5,539 5,399 5,737 33,670

191 191 191 166 165 175

３年度

児童数(c) 5,770 5,653 5,516 5,394

190 170 163学級数(d) 177 167

1,079
（63）

5,735 5,501 33,569

1,060
（54）

差引児童数(a)－(c) △ 182 120 118 145 △ 336 236 101

193

差引学級数(b)－(d) △ 2 1 21 3 △ 12 8
19

(9)

（単位：人、級）
学　　年

４年度
生徒数(a) 4,363 4,575 4,509 13,447

学級数(b)

生徒数(c) 4,571 4,510 4,467 13,548

学級数(d)

差引生徒数(a)－(c) △ 208 65 42 △ 101

129 130 128
387

（31）

３年度

差引学級数(b)－(d) △ 6 2 1
△ 3
(0)

135 128 127
390

（31）

１

令和４年５月13日
教育振興部学務課



【小学校・特別支援学級(固定級)】 （単位：人、級）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

【小学校・特別支援学級(通級)】 （単位：人、級）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

【小学校・特別支援教室(情緒障害等)】 （単位：人）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

16

54

54

４年度

３年度

差引数 △ 2 △ 3 △ 9 7

４年度

３年度

差引数 0 20

児童数(学年別)

2

学級数

△ 2 7 △ 10 25 40 9

156

29 283 18 26

20 28

29 63 69 49 44

384

36 298

64

27 79 75 46 35

89

66 8568

67 66 73 75

47

児童数(学年別)
学級数

111

教員数

2

424 63 80

教員数

9

7154

652

児童数(学年別)
教員数

４年度 127 125 147 134 120

△ 2

764 64

３年度 100 116 110 119 123 84

４　特別支援学級等児童数一覧
　 【令和４年度：４月20日時点　令和３年度：５月１日現在】

66

差引数 27 9 37 15 △ 3 27 112

2



【中学校・特別支援学級(固定級)】

１年 ２年 ３年 合計

【中学校・特別支援学級(通級)】 （単位：人、級）

１年 ２年 ３年 合計

【中学校・特別支援教室(情緒障害等)】 （単位：人）

１年 ２年 ３年 合計

17差引数 4

245４年度

３年度

15

△ 1

36 0

82

４年度

３年度

差引数 △ 6 △ 2

71

76

78

8 0 0

72 221

65 80

（単位：人、級）

生徒数(学年別)

５ 特別支援学級等生徒数一覧
  【令和４年度：４月20日時点　令和３年度：５月１日現在】

△ 1

78 69 62 209 21

84 79 21

教員数

10 1

△ 1 △ 4

4

14 3

2

5

教員数学級数

31

221 31 42

43

生徒数(学年別) 学級数

5 4 2

４年度

３年度

2 4

生徒数(学年別)
教員数

差引数 △ 3 0 △ 1

3



学齢簿
登載者

特別支援学校

（都立） 国都私立 入学率％
学齢簿
登載者

特別支援学校

（都立） 国都私立 入学率％

5,589 36 201 3.6 5,430 38 1,174 21.7

5,781 29 213 3.7 5,835 48 1,273 22.0

5,820 49 201 3.5 5,887 46 1,312 22.3

6,066 47 213 3.5 5,964 46 1,253 21.2

5,906 49 210 3.6 5,840 50 1,275 22.0

6 　国都私立学校への入学の状況

　　　　　　　　　

 ４年度

平成３０年度

 令和元年度

 ３年度

【注】学齢簿登載者数：各年度4月7日時点

【注】入学率：学齢簿搭載者から特別支援学校（都立）の入学者を除く、国都私立の入学率

（単位：人、％）

小　学　校 中　学　校

入学年度

 ２年度

―１―

４



 

                  令 和 ４ 年 ５ 月 1 3 日 

                              教育振興部光が丘図書館 

 

指定管理者との協定締結について 

 

１ 施設名および指定管理者名 

施設名 指定管理者名 

練馬区立大泉図書館 
株式会社図書館流通センター 

代表取締役 細川 博史 

練馬区立関町図書館 
株式会社図書館流通センター 

代表取締役 細川 博史 

練馬区立貫井図書館 
株式会社図書館流通センター 

代表取締役 細川 博史 

練馬区立春日町図書館 
株式会社ヴィアックス 

代表取締役 小川 巧次 

練馬区立南田中図書館 
株式会社図書館流通センター 

代表取締役 細川 博史 

 

２ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月31日まで 

  ※関町図書館、南田中図書館は再指定 

  ※大泉図書館、貫井図書館、春日町図書館は公募 

 

３ 基本協定および年度協定 

（１）大泉図書館  基本協定（１～16 ページ）、年度協定（17～20 ページ） 

（２）関町図書館  基本協定（21～36 ページ）、年度協定（37～40 ページ） 

（３）貫井図書館  基本協定（41～56 ページ）、年度協定（57～60 ページ） 

（４）春日町図書館  基本協定（61～76 ページ）、年度協定（77～80 ページ） 

（５）南田中図書館  基本協定（81～96 ページ）、年度協定（97～100 ページ） 

 











































































































































































































  

 

                             令 和 ４ 年 ５ 月 1 3 日       

こども家庭部子育て支援課 

 

 

 

指定管理者との協定締結について 

 

 

１ 施設名および指定管理者名 

施設名 指定管理者名 

練馬区立東大泉児童館 

練馬区立東大泉児童館学童クラブ 

練馬区立東大泉児童館第二学童クラブ 

株式会社ポピンズエデュケア 

代表取締役 井上 正明 

 

２ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

 

３ 基本協定および年度協定 

練馬区立東大泉児童館、練馬区立東大泉児童館学童クラブおよび練馬区立東大泉児童

館第二学童クラブ 

基本協定（１～16 ページ） 

練馬区立東大泉児童館における年度協定（17～18 ページ） 

練馬区立東大泉児童館学童クラブにおける年度協定（19～20 ページ） 

練馬区立東大泉児童館第二学童クラブにおける年度協定（21～22 ページ） 

 















































 

令 和 ４ 年 ５ 月 1 3 日 

教 育 振 興 部 学 務 課 

こども家庭部子育て支援課 

こ ど も 家 庭 部 保 育 課 

 

 

保育士等の処遇改善にかかる区独自支援について 

 

 国は、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる保育や幼児教

育等の現場で働く保育士等について、令和４年２月から収入の３％程度（月額9,000円）

の引上げを実施しているが、区基準により加配する保育士等が支援の対象外であるなど、

十分な処遇改善につながっていない。 

 そこで、子育てを支援する人材の確保や子育てサービスの充実を図ることを目的とし

て、区独自の支援を実施する。 

 なお、本件の所要経費は、令和３年12月27日に開催された令和３年第二回練馬区議会臨

時会において可決成立している。 

 

記 

 

１ 区独自支援の対象および人数（想定） 

(1)  保育施設（区立委託園、私立認可保育所） 約1,200人 

ア 保育士の加配分を支援 

イ 看護師や栄養士等を支援 

(2)  幼稚園 約120人 

ア 練馬こども園の長時間預かりの専任職員分を支援 

(3)  放課後健全育成事業（区立学童クラブ） 約70人 

ア ねりっこプラスの職員分を支援 

 

２ 支援の方法 

 保育現場等の事務負担を考慮し、既存の運営費に上乗せするなど施設に応じた方法で支給 

 

３ 年間所要額（試算） 

 約３億５千万円 

 

４ 支援の開始時期 

 令和４年２月分から 

 

 


